
平成１３年度当初予算 基本事務事業目的評価表

［基本事務事業名］（３０１）森林・農地・海洋の新たな保全管理促進事業
［評価年月日］ 平成１２年１０月１３日
［主担当部課名］ 地域振興部地域振興課
［記入課名・課長名・電話］ 地域振興課 辻村正彰 ２４１７

１ 総合計画の政策体系上の位置づけ
政策 ：（Ⅲ－１）自然との共生の確保
施策 ：（ ４ ）森林・農地・海洋のもつ公益的機能の増進
総合計画の目標項目 ：デカップリング取り組み市町村数
波及効果・副次的効果を及ぼすと考えられる施策 ：快適で豊かな農山漁村づくり

２ 基本事務事業を巡る環境変化（過去、現状、将来）
中山間地域は 主要産業である農林水産業の低迷等の影響により 過疎化・高齢化が進行している、 、 。
一方 中山間地域は森林 農地の県土保全機能をはじめとした幅広い公益的な機能を有しているが、 、 、
地域の担い手の減少等により公益的機能の低下が問題となりつつある。
将来的には、中山間地域の有する公益的機能の維持・増進に対する県民の理解が深まるとともに、
重要性が認識されてくる。

３ 基本事務事業の目的と成果
3-(1) 対象と意図（何をどういう状態にしたいのか）
中山間地域が地域住民によって適正に管理され、地域のもつ公益的機能が維持・増進されてくる。

3-(2) 成果指標名・成果指標式（総合計画の目標項目には＊を付す）

成果指標名： 公益的機能維持増進指数

複層林化森林面積 就業機会創出数条件不利農地面積－耕作放棄年間発生面積

成果指標式： × ×
複層林化目標森林面積 条件不利農地面積 就業機会創出目標数

地域提供財活用システム構築数
×
地域提供財活用システム構築目標数

②変更した場合の成果指標名・成果指標式

3-(3) 設定した成果指標に関する説明（指標動向に影響する要因、指標の有用性、設定の理由など）
・森林、農地、地域のもつそれぞれの公益的機能の維持・増進に寄与する数値の積算により計
算式を作っているため、森林、農地、地域それぞれの維持管理状況が総合的に反映される成果
指標である。

3-(4) 結果（施策における2010年度の目標）
・持続的な生産活動により、森林・農地・海洋のもつ多くの公益的機能が発揮される。
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４ 基本事務事業の評価
4-(1) 前年度（H11年度）における基本事務事業の結果評価
①前年度に行った内容と成果
・前年度に行った内容：森林整備促進事業、森林管理整備指導事業、中山間地域適正管理支援事業

を実施した。
・成果：地域の森林の適正な管理を図るため 森林組合による受託施業や普及啓発 施業意向調査、 、 、
森林管理道の整備を実施し、森林の公益的機能の維持・増進が図られた。
また、中山間地域適正管理支援事業の実施により、 の森林の機能回復を図るとと2,830ha
もに、森林・農地の保全業務を担う ヵ所の公的団体を支援した。3
さらに、地域の担い手確保のために新たな雇用拡大を伴う起業等の支援を行い、 名の新6
たな雇用創出を図った。

②前年度に残った課題
・中山間地域の適切な農地管理に対する支援措置が必要である。
・中山間地域の特色ある資源を活用した地域の活性化施策が必要である。

4-(2)本年度(Ｈ12年度)における基本事務事業の見込み評価
①本年度行っている内容と本年度終了時に見込まれる成果
・森林整備促進事業及び森林管理整備指導事業の継続実施により、不在村者所有森林の公益的機能
の維持・増進が図られる。
・中山間地域適正管理支援事業の実施により、 の森林の適正管理の推進を図るとともに、2,600ha
森林・農地の保全管理業務を担う ヵ所の公的団体を引き続き支援する。3
また、地域の担い手確保のため、新たな雇用拡大を伴う産業創設支援を行うことにより、 名44
の雇用創出が図られる。
さらに、地域の特色ある資源をインターネットを活用して情報提供するシステム構築にモデル地
域の 地域で取り組む。2
・中山間地域の適切な農地保全を図るため、農地の耕作者に対して直接支払いを行う新たな事業に
取り組む。

②本年度残ると思われる課題
・雇用拡大のための産業創設支援をさらに促進する必要がある。
・中山間地域の担い手の定住促進のため、地域の特色を活かした魅力ある地域づくりに対する支援
策が新たに必要である。

５ 基本事務事業の改革方向
・人づくり等推進事業のうち「人づくり等市町村推進事業」を廃止するとともに 「活力ある産業、
おこしに対する支援」に取り組む
（理由）人づくり等市町村推進事業は、産業おこし、地域おこしを担う人材育成のための研修等
を支援する事業であるが、産業立地に関しては中山間地域は地理的・地形的に条件が極めて不
利であり、人材育成支援だけでは速やかで顕著な効果が得られないことから、本事業を廃止す
るとともに、産業おこしのための初期的活動を幅広く支援する、新たな産業おこしに対する支
援に取り組む。

・ 地域提供財活用システム構築事業」を廃止するとともに 「魅力ある地域づくりに対する支援」「 、
に取り組む
（理由）地域提供財活用システム構築事業は、地域内発型の産業おこし等を目的に地域の様々な
資源を提供するための情報受発信システムを構築するモデル事業であるが、平成 年度にお12
いてモデル地域として２地域での取り組み実績があり、当初の目的が達成されたことから廃止
する。
今後は、地域の担い手の定住を促進するため、地域住民が自主的・主体的に取り組む地域の特
色を活かした魅力ある地域づくりの支援に取り組む。
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６ 成果指標値及びコスト等の推移

成果指標値 総合計画 予算額等 必要概算（千円）

目 標 実 績 目標数値 所要時間 コスト（時間） （千円）

前々年度 300/44,800 300/44,800 11,071
(H10年度) （ ）２ 1,039 15,414

前年度 5,800/7,459 5 , 8 0 0 / 7 , 4 5 9 363,720＝
(H11年度) ＝ ３０0.778 0.778 18,874 442,047

本年度 9,190/17,700 9,355/17,700 1,383,812× １ × １
(H12年度) × × ＝ × × ＝ ３０35/226 2/2 62/226 2/2 36,811 1,536,578

0.08 0.14

本年度補正後 + or + or( ▲) ( ▲)
(H12年度) + or( ▲)

翌年度 10,361/17,700 1,099,302×１
(H13年度) × × ＝ ３０81/226 2/2 29,570 1,223,200

0.21

計画目標年次 10,361/17,700 ×１
(H13年度) × × ＝ ３０81/226 2/2

0.21





基本事務事業名： ４5/

８ 基本事務事業を構成する事務事業の詳細
※ 新規事務事業には、事務事業名に（新）を付す

事務事業名 １３年度 予算額 １３年度 所要時間
（担当課） 成果指標名 事務事業の概要 予算額 前年度比 所要時間 前年度比

（千円） （±千円） （時間） （±時間）

森林適正管理支援事業費 複層林化率 経営が困難で適正な管理が出来ない人工林について、森林
（地域振興課） の公益的機能を維持増進するため、森林所有者と市町村が施 △159,480 1,080 3,430 350

業協定を締結し、森林組合等が適正な管理（間伐）を行うこ
とに支援する。

農林地適正管理団体支援事 森林・農地の管理 中山間地域の森林・農地等がもつ公益的機能の維持・増進
業費 を担う公的団体数 を図るため、地域の第３セクター等が農林地の保全活動を行 △ △11,700 300 1,700 170
（地域振興課） う場合に市町村が当該団体に対し支援する額の１／２相当額

を支援する。

地域産業創出支援事業費 就業機会創出数 中山間地域において、新たな雇用を創出するため、収益法
（地域振興課） 人、公益法人等が起業又は事業拡大を行う場合に必要となる △ △300,000 50,000 3,790 1,040

初期投資の経費について支援する。

活力ある産業おこし支援事 新たな産業おこし 新たな産業育成と担い手の定住促進のため、地域住民やＵ
業費（新） 取り組み度 ＪＩターン者等が新たな事業展開を図るための初期的活動を 40,000 40,000 1,800 1,800
（地域振興課） 支援する。

魅力ある地域づくり支援事 魅力ある地域づく 地域の担い手の定住を促進するため、地域住民が自主的・
業費（新） りに対する意欲度 主体的に取り組む地域特性を活かした魅力ある地域づくりを 16,400 16,400 1,600 1,600
（地域振興課） 支援する。

中山間地域適正管理支援事 企画審査会開催回 企画審査会の開催経費等の事業推進費
業推進費（新） 数 1,300 1,300 200 200
（地域振興課）

森林整備促進事業費 不在村者所有森林 地域の森林を整備、管理するため、森林組合が普及啓発や △ △15,746 2,021 1,030 131
（林業振興課） 施業委託度 森林所有者の意向調査等を行う事業に補助する。

森林管理整備指導事業費 不在村者所有森林 森林整備促進事業を実施するための県事務費 28 0 20 0
（林業振興課） 施業委託度

中山間地域等直接支払事業 条件不利農地耕作 耕作放棄地の増加等により公益的機能の低下が懸念されて
費（農山漁村振興課） 放棄増加面積 いる中山間地域において、平坦地との農業生産条件格差を補 △ △554,648 260,889 16,000 4,000

正するため、農地の耕作者に対し直接支払を実施する。


